（特管含む）処分業の新規（変更、更新）許可申請　提出書類一覧
	
	申請書類又は添付書類
	備考

	１
	産業廃棄物（特別産業廃棄物）処理業許可申請書
	

	２
	事業計画の概要を記載した書類及び処理工程図及び事業計画書
	

	３
	図面等

①　事業の用に供する施設（保管の場所を含む）の構造を明らかにする平面図、立面図、
　断面図、構造図及び設計計算書

②　当該施設付近の見取図（縮尺２５，０００分の１以上の地図）

③　排水施設の図面及び排水経路図
	

	４
	土地及び施設の所有権を有することを証する書類等

①　公図

②　土地の登記事項証明書（３ヶ月以内のもの）
3 土地及び施設の賃貸借契約書又は所有者の同意書
（土地及び施設の所有権を有しない場合）
	＊

	５
	誓約書
	

	６
	処分後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類
	

	７
	当該事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類

①　産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）処分に関する講習の修了証の写し

2 技術管理者認定講習を修了した有資格者の記載及び修了証の写し
（法１５条施設を設置する場合）
	

	８
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類及び根拠となる書類
	

	９
	申請者が法人の場合：貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表、
法人税の納税証明書（直前３年分）、直前の県税完納証明（３ヶ月以内のもの）、
及び事業収支計画書（財務状況により事業改善計画書等の追加添付を求める場合有り。）
	

	10
	申請者が個人の場合：資産に関する調書、所得税の納税証明書（直前３年分）、
直前の県税完納証明（３ヶ月以内のもの）、
及び事業収支計画書（財務状況により事業改善計画書等の追加添付を求める場合有り。）
	

	11
	申請者が法人の場合：定款又は寄付行為、会社の登記事項証明書（履歴事項全部証明書、
３ヶ月以内のもの）
	

	12
	政令使用人名簿
	

	13

	申請書第２面及び第３面に記載されている法人又は個人に対する以下の書類
（３ヶ月以内のもの）

（法人の場合）① 会社の登記事項証明書（履歴事項全部証明書、３ヶ月以内のもの）
（個人の場合）① 本籍地の記載のある住民票(外国人の方は外国人登録済証明書の写し)
② 登記されていないことの証明書
	

	14
	現許可証の写し
	

	15
	取得許可確認書
	

	（以下は感染性産業廃棄物、廃石綿等以外の特別管理産業廃棄物の処分を行う場合のみ）

	16
	特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う設備の概要を記載した書類
	

	17
	特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う者が当該分析について十分な知識及び技能を有することを証する書類
	


＊　更新及び変更許可の場合、上記の＊については、内容の変更がない場合に限り省略可能。

　（注）書類は提出書類一覧の順に従って揃え、二穴パンチ後、綴じ紐等で綴ってください。また、上から段差をつけてインデックスを貼付してください。申請根拠条文は確認の上、提出してください。
正　１


副　１


控　１
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